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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弁室および前記弁室に連通する流体通路が形成され、前記流体通路の開口部に設けられ
前記弁室に向かって突出する弁座が設けられたボディと、
　前記弁座に当接および離間し、前記流体通路を開閉するダイヤフラムと、
　円筒状をなし、前記ダイヤフラムの周縁部を前記ボディと共に挟持するボンネットと、
　前記ボンネットが延びる方向に沿って複数に分割して構成され、前記ボディに対し近接
および離間可能に前記ボンネットに支持され、前記ダイヤフラムを変形可能なステムと、
　前記ボンネットに対し着脱可能に設けられるケーシングと、前記ケーシング内に設けら
れ前記ステムを前記ダイヤフラムに向かって付勢する付勢部と、前記ケーシングをボンネ
ットに対し係止する係止部材とを備え、前記ステムを駆動するアクチュエータ部と、を備
え、
　前記係止部材は、ナットであり、前記ボンネットの外周に螺合され、前記ケーシングに
当接し、
　前記ステムは、第１ステムと、第２ステムと、第３ステムとを有し、
　　前記第１ステムは、前記ダイヤフラムの前記アクチュエータ部側に設けられ、前記ア
クチュエータ部側の部分が円柱状をなし、前記ダイヤフラム側の部分がフランジ状をなし
、
　　前記第２ステムは、円柱状をなし、前記第１ステムの前記ダイヤフラム側に対する反
対側に設けられ、
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　　前記第３ステムは、前記第２ステムの前記第１ステム側に対する反対側に設けられ、
前記アクチュエータ部側の部分がフランジ状をなしている、バルブ。
【請求項２】
　前記アクチュエータ部の前記ステムを駆動する駆動部は、手動式の駆動部、自動式の駆
動部、または、手動式および自動式の両方の機能を備える駆動部である請求項１に記載の
バルブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体製造装置および原子力発電プラント等の流体管路に使用されるバルブ
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、ボンネット内にステムを付勢するコイルばねを設け、ボンネットにステムを
駆動するアクチュエータ部を装着したバルブが提案されている。（例えば、特許文献１参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－０２６５４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、製造プロセスの変更等により、アクチュエータ部の駆動方式を変更する場合
がある。例えば、自動式のアクチュエータ部を、手動式、または、手動式および自動式の
両方の方式のアクチュエータ部に交換する場合がある。
【０００５】
　しかし、特許文献１に記載のバルブにおいて、アクチュエータ部を交換しようとすると
、流体通路を大気解放する必要があるため、アクチュエータ部を交換した後、再稼働まで
時間を要していた。
【０００６】
　そこで本発明は、流体通路の気密性を確保したまま、容易に交換可能なアクチュエータ
部を備えたバルブを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を解決するために、本発明の一態様であるバルブは、弁室および前記弁室に連
通する流体通路が形成され、前記流体通路の開口部に設けられ前記弁室に向かって突出す
る弁座が設けられたボディと、前記弁座に当接および離間し、前記流体通路を開閉するダ
イヤフラムと、前記ダイヤフラムの周縁部を前記ボディと共に挟持するボンネットと、前
記ボンネットが延びる方向に沿って複数に分割して構成され、前記ボディに対し近接およ
び離間可能に前記ボンネットに支持され、前記ダイヤフラムを変形可能なステムと、前記
ボンネットに対し着脱可能に設けられるケーシングと、前記ケーシング内に設けられ前記
ステムを前記ダイヤフラムに向かって付勢する付勢部と、前記ケーシングをボンネットに
対し係止する係止部材とを備え、前記ステムを駆動するアクチュエータ部と、を備える。
【０００８】
　また、前記アクチュエータ部の前記ステムを駆動する駆動部は、手動式の駆動部、自動
式の駆動部、または、手動式および自動式の両方の機能を備える駆動部であっても良い。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ダイヤフラムを傷つけることなくダイヤフラムのリフト量を容易に調
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整可能なバルブを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施形態に係る閉状態にあるバルブの縦断面図を示す。
【図２】倍力機構の分解斜視図を示す。
【図３】倍力機構により作動部の力が増幅される原理についての説明図を示す。
【図４】開状態にあるバルブの縦断面図を示す。
【図５】ボンネットからアクチュエータ部を外した状態の分解図を示す。
【図６】手動式の駆動部を有するアクチュエータ部が取り付けられたバルブの縦断面図を
示す。
【図７】手動式および自動式の両方の機能を備える駆動部を有するアクチュエータ部が取
り付けられたバルブの縦断面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の一実施形態によるバルブについて、図面を参照して説明する。
【００１２】
　図１は、本実施形態における閉状態にあるバルブ１の縦断面図を示している。図１に示
すように、バルブ１は、ダイヤフラムバルブであり、流体制御装置のガスライン（例えば
、ガスイランの最も上流側）で使用されるバルブである。バルブ１は、ボディ２と、ボン
ネット部１０と、アクチュエータ部２０とを備える。なお、以下の説明において、バルブ
１の、アクチュエータ部２０を上側、ボディ２側を下側として説明する。
【００１３】
　ボディ２には、円柱状の弁室２ａと、弁室２ａに連通する流入路２ｂおよび流出路２ｃ
とが形成されている。ボディ２の流入路２ｂと弁室２ａとが連通する箇所の周縁（流入路
２ｂの開口部）には、ボンネット部１０に向かって突出する円環状の弁座２Ｄが設けられ
ている。
【００１４】
　ボンネット部１０は、ボンネット１１と、ボンネットナット１２と、ダイヤフラム１３
と、押さえアダプタ１４と、ダイヤフラム押さえ１５、ステム１６とを有する。
【００１５】
　ボンネット１１は、略円筒状をなし、ボンネットナット１２がボディ２に対し螺合され
ることにより、ボディ２に対し固定されている。ボンネット１１の上端部の外周には、雄
ねじ部１１Ａが設けられている。
【００１６】
　ダイヤフラム１３は、複数枚のダイヤフラムにより構成され、環状の押さえアダプタ１
４により、その外周縁部が狭圧され、ボディ２に対し保持されている。弁体であるダイヤ
フラム１３は、略球殻状をなし、上に凸の略円弧状が自然状態となっている。ダイヤフラ
ム１３が弁座２Ｄに対し当接および離間することによって、流入路２ｂと流出路２ｃとの
間の連通または遮断が行われる。バルブ１が閉状態にあるときには、ダイヤフラム１３が
弁座２Ｄに当接し、流入路２ｂと流出路２ｃとが遮断される。図４に示すように、バルブ
１が開状態にあるときには、ダイヤフラム１３が弁座２Ｄから離間し、流入路２ｂと流出
路２ｃとが連通する。
【００１７】
　ダイヤフラム押さえ１５は、ダイヤフラム１３の上側に設けられ、ボンネット１１によ
り上下方向に移動可能に支持され、ダイヤフラム１３の中央部を押圧可能である。
【００１８】
　ステム１６は、ボンネット１１を貫通するように設けられ、第１ステム１７と、第２ス
テム１８と、第３ステム１９とにより構成されている。このようにステム１６は、上下方
向（ボンネット１１が延びる方向）に沿って、複数（本実施形態では３つ）に分割して構
成されている。第１～３ステム１７～１９において、隣り合うステムは、互いに当接して
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いるが、連結されていない。
【００１９】
　第１ステム１７は、ダイヤフラム押さえ１５の上側に設けられ、下端部がフランジ状を
なしている。第２ステム１８は、円柱状をなし、第１ステム１７の上側に設けられている
。第３ステム１９は、第２ステム１８の上側に設けられ、円柱部１９Ａと円柱部１９Ａの
上端に設けられた円板部１９Ｂとにより構成される。円柱部１９Ａの下半分はボンネット
１１内に位置し、円柱部１９Ａの上半分および円板部１９Ｂは、アクチュエータ部２０内
に位置している。
【００２０】
　アクチュエータ部２０は、ケーシング２１と、ナット２２と、駆動部３０と、を備える
。
ケーシング２１は、底ケーシング２３と　下ケーシング２４と　上ケーシング２５とによ
り構成される。ナット２２は、ボンネット１１の雄ねじ部１１Ａに螺合され、ケーシング
２１に当接することにより、ケーシング２１のボンネット１１に対する回動を抑制する。
よって、ナット２２は、回動抑制機構として機能する。ナット２２を緩めることにより、
ケーシング２１の回動の抑制は解除される。また、ナット２２をケーシング２１に対し押
圧させることにより、アクチュエータ部２０（ケーシング２１）はボンネット１１に対し
係止され、ナット２２のケーシング２１に対する押圧を解除することにより、アクチュエ
ータ部２０（ケーシング２１）のボンネット１１に対する係止が解除される。よって、ナ
ット２２は、アクチュエータ部２０（ケーシング２１）をボンネット１１に対し着脱可能
に係止する係止部材として機能する。
【００２１】
　底ケーシング２３は、底部２３Ａと、底部２３Ａから下方に延びる円筒部２３Ｂとによ
り構成される。底部２３Ａの中央には、貫通孔２３ｃが形成され、貫通孔２３ｃを囲むよ
うに、環状の凹部２３ｄが形成されている。貫通孔２３ｃには、第３ステム１９の円柱部
１９Ａが貫通しており、凹部２３ｄ内に、第３ステム１９の円板部１９Ｂが位置するよう
に構成されている。底部２３Ａの外周には、雄ねじ部２３Ｅが設けられている。円筒部２
３Ｂの内周には雌ねじ部２３Ｆが設けられ、当該雌ねじ部２３Ｆがボンネット１１の雄ね
じ部１１Ａに螺合されることにより、底ケーシング２３はボンネット１１に固定されてい
る。第１Ｏリング３Ａが、底部２３Ａと第３ステム１９の円柱部１９Ａとの間に介在し、
第３ステム１９の上下方向への移動時に径方向の移動を抑制する。
【００２２】
　下ケーシング２４は、略円筒状をなし、下端部の内周に雌ねじ部２４Ａが設けられ、上
端部の外周に雄ねじ部２４Ｂが設けられている。下ケーシング２４には、その内周面２４
ｃから内方に向かって伸び、内部空間を上下に仕切る仕切部２４Ｄが設けられている。仕
切部２４Ｄの中央部には、貫通孔２４ｅが形成されている。下ケーシング２４は、その雌
ねじ部２４Ａが底ケーシング２３の雄ねじ部２３Ｅに螺合されることにより、底ケーシン
グ２３に固定されている。
【００２３】
　上ケーシング２５は、略円筒状をなし、その下端部の内周に設けられた雌ねじ部２５Ａ
を下ケーシング２４の上端部に設けられた雄ねじ部２４Ｂに螺合させることにより、下ケ
ーシング２４に固定されている。上ケーシング２５には、操作エアが流入する操作エア流
入路２５ｂが形成され、操作エア流入路２５ｂの上端部には、図示せぬ管継手を螺合する
ための被螺合部２５ｃが形成されている。なお、ケーシング２１において、仕切部２４Ｄ
の上側にピストン収容室２１ａが形成され、仕切部２４Ｄの下側に倍力機構収容室２１ｂ
が形成される。
【００２４】
　駆動部３０は、第３ステム１９と、ピストン３１と、コイルばね３２と、作動部３３と
、倍力機構４０とにより構成される。駆動部３０は、自動式の駆動部である。
【００２５】
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　ピストン３１は、仕切部２４Ｄの上側に設けられ、下ケーシング２４の内周に上下方向
に移動可能に支持されている。ピストン３１は、略円板状をなす基部３１Ａと、基部３１
Ａの中央部から上側に延びる上延出部３１Ｂと、下側に延びる下延出部３１Ｃとを備える
。基部３１Ａの外周縁には、第２Ｏリング３Ｂが設けられ、第２Ｏリング３Ｂにより、基
部３１Ａの上下方向への移動時に径方向の移動を抑制する。基部３１Ａの下面と仕切部２
４Ｄの上面とにより、操作エア導入室２１ｃが形成される。第２Ｏリング３Ｂは、操作エ
アが操作エア導入室２１ｃから漏れるのを防止する。
【００２６】
　上延出部３１Ｂの上側部は、操作エア流入路２５ｂ内に挿入され、第３Ｏリング３Ｃに
より上下方向への移動時に径方向の移動を抑制する。第３Ｏリング３Ｃは、操作エアが外
部に漏れるのを防止する。ピストン３１には、上延出部３１Ｂの上端から基部３１Ａの下
面に延び、操作エア導入室２１ｃに連通する操作エア導入路３１ｄが形成されている。
【００２７】
　下延出部３１Ｃの下側部は、貫通孔２４ｅに貫通されており、第４Ｏリング３Ｄにより
上下方向への移動時に径方向の移動を抑制する。第４Ｏリング３Ｄは、操作エアが操作エ
ア導入室２１ｃから漏れるのを防止する。下延出部３１Ｃには、下方に開口する装着穴３
１ｅが形成されている。
【００２８】
　コイルばね３２は、上ケーシング２５の下面とピストン３１の基部３１Ａの上面の間に
配置されており、ピストン３１を常に下側に付勢している。
【００２９】
　作動部３３は、倍力機構収容室２１ｂ内に配置され、円柱部３３Ａと、円錐台部３３Ｂ
とを備える。円柱部３３Ａは、下延出部３１Ｃの装着穴３１ｅに装着されている。円錐台
部３３Ｂは、下側にテーパとなるように円柱部３３Ａの下端に設けられている。
【００３０】
　図２に示すように、倍力機構４０は、一対のリテーナ４１（図２においては一つのみ図
示）と、一対のリテーナ４１間に設けられ一対のリテーナ４１に支持される一対の伝達部
４２とを備える。
【００３１】
　一対のリテーナ４１は、下ケーシング２４に固定され、それぞれ図１の紙面に対し垂直
な方向において、一対の伝達部４２を挟むように設けられている。各リテーナ４１には、
軸受４１Ａが設けられている。
【００３２】
　各伝達部４２は、一対の支持板４３と、上ローラ４４と、支持軸４５と、下ローラ４６
と、支持軸４７と、偏心軸４８とにより構成される。
【００３３】
　各支持板４３は、リテーナ４１に隣接して設けられている。各支持板４３の上側部には
円形の軸挿入孔４３ａが形成され、各支持板４３の下側部には被嵌込孔４３ｂが形成され
ている。被嵌込孔４３ｂは、円形の上下端部が切り取られた形状をなしている。
【００３４】
　上ローラ４４は、図１の紙面に対し垂直な方向に延びる支持軸４５に対し回転可能に支
持されている。支持軸４５の両端は、一対の支持板４３の軸挿入孔４３ａに挿入されてい
る。上ローラ４４は、作動部３３の円錐台部３３Ｂのテーパ面３３Ｃに当接可能な位置に
設けられる。
【００３５】
　下ローラ４６は、図１の紙面に対し垂直な方向に延びる支持軸４７に対し回転可能に支
持されている。支持軸４７の両端であって、下ローラ４６より突出する部分には、嵌込部
４７Ａが設けられている。下ローラ４６は、円板部１９Ｂの上面に当接可能な位置に設け
られる。嵌込部４７Ａは、支持軸４７の上下端部を切り取った形状をなしている。各嵌込
部４７Ａは、支持板４３の被嵌込孔４３ｂに嵌め込まれ支持板４３に対し固定されている
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【００３６】
　偏心軸４８は、嵌込部４７Ａに対して、支持軸４７の軸心から円錐台部３３Ｂの中心軸
側に偏心した位置に設けられている。各偏心軸４８は、リテーナ４１の軸受４１Ａに装着
されている。これにより、各伝達部４２は、リテーナ４１に対し、偏心軸４８を中心に揺
動可能に設けられる。
【００３７】
　そして、各伝達部４２が揺動することにより、偏心軸４８の軸心から、下ローラ４６と
円板部１９Ｂとの接点までの距離が変化する。これにより、下ローラ４６が円板部１９Ｂ
を押圧する力が変化する。
【００３８】
　図１に示すようにバルブ１が閉状態にある場合には、作動部３３は、コイルばね３２に
より下方に付勢されて、最下端に位置している。これにより、各上ローラ４４は、互いに
遠ざかる側に位置し、各下ローラ４６は、互いに近づく側に位置する。コイルばね３２の
付勢力は、上ローラ４４、支持板４３、および下ローラ４６を介して、第３ステム１９の
円板部１９Ｂに伝達され、第３ステム１９、第２ステム１８、および第１ステム１７から
なるステム１６を下向きに付勢する。ステム１６が、ダイヤフラム押さえ１５を押圧する
ことにより、ダイヤフラム１３が押圧されて、弁座２Ｄに当接し、流入路２ｂと流出路２
ｃとの連通が遮断される。
【００３９】
　第３ステム１９の円板部１９Ｂにかかる力は、作動部３３の円錐台部３３Ｂのテーパ角
度、偏心軸４８の軸心と上ローラ４４の支持軸４５の軸心との間の距離、および下ローラ
４６の支持軸４７の軸心と偏心軸４８の軸心との水平距離を適切な値にすることにより、
コイルばね３２の付勢力よりも大きくすることができる。当該原理について図３を参照し
て説明する。
【００４０】
　図３に示すように、作動部３３にかかるコイルばね３２の付勢力をＦとし、作動部３３
の円錐台部３３Ｂのテーパ面３３Ｃの傾斜角の半角をαとすると、作動部３３から一方の
上ローラ４４に働く力Ｇは、Ｇ＝Ｆ／２Ｓｉｎαとなる。
【００４１】
　この力Ｇは、支持板４３および下ローラ４６を介して、第３ステム１９の円板部１９Ｂ
に伝達される。
【００４２】
　上ローラ４４の支持軸４５の軸心と下ローラ４６の偏心軸４８の軸心との間の距離をＣ
、上ローラ４４の支持軸４５の軸心と下ローラ４６の偏心軸４８の軸心とを結ぶ線と作動
部３３のテーパ面３３Ｃとのなす角度をγ、下ローラ４６の支持軸４７の軸心と下ローラ
４６の偏心軸４８の軸心との水平距離をδ、一方の下ローラ４６から第３ステム１９の円
板部１９Ｂに伝達される力をＮとすると、Ｎ×δ＝Ｇ×Ｃｏｓγ×Ｃが成立する。よって
、一対の下ローラ４６が第３ステム１９の円板部１９Ｂを押す下向きの力、すなわちステ
ム１６を押す下向きの力は、２Ｎ＝Ｆ×Ｃｏｓγ×Ｃ÷Ｓｉｎα÷δとなる。α、γ、δ
およびＣを適切な値とすることにより、任意の増幅率により作動部３３にかかる力をステ
ム１６に増幅して伝達することができる。
【００４３】
　本実施形態では、α＝４０°、γ＝２５°、Ｃ＝１２．５、δ＝１．５とすることによ
り、増幅率は約１２倍となっている。このため、バルブ１を高圧の流体でも使用すること
ができる。
【００４４】
　操作エアを、操作エア流入路２５ｂおよび操作エア導入路３１ｄを介して、操作エア導
入室２１ｃに導入することにより、ピストン３１に対し空気圧による上向きの力が働く。
この力を、コイルばね３２の付勢力よりも大きくすることにより、ピストン３１および作
動部３３は上側に移動する。これに伴い、各上ローラ４４は互いに近づく側に移動して、
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支持板４３が揺動し、各下ローラ４６は、互いに遠ざかる側に移動する。この結果、下ロ
ーラ４６の偏心軸４８の軸心から下ローラ４６と円板部１９Ｂとの接点までの距離が小さ
くなり、下ローラ４６がステム１６を下向きに押す力がなくなる。これにより、ダイヤフ
ラム１３が流体の圧力により押し上げられ、弁座２Ｄから離間し、弁が開かれる（図４参
照）。
【００４５】
　弁を開けるために必要な空気圧は、コイルばね３２の付勢力よりもわずかに大きければ
十分であり、コイルばね３２の付勢力は図３に示した増幅原理に基づいて、小さくできる
ものであるから、弁を開けるために必要な空気圧は小さくてよい。
【００４６】
　また、本実施形態のバルブ１は、ナット２２を緩めて、アクチュエータ部２０のケーシ
ング２１を回動させることにより、駆動部３０のダイヤフラム１３からの距離が変化する
。この結果、駆動部３０による第１ステム１７、第２ステム１８の移動量が変化し、ダイ
ヤフラム１３のリフト量が変化する。ここで、ダイヤフラム１３のリフト量とは、バルブ
１の開閉時のダイヤフラム１３の変位量である。このように、本実施形態のバルブ１は、
アクチュエータ部２０をボンネット１１に対し回動させることにより、ダイヤフラム１３
のリフト量を調整することができる。例えば、ケーシング２１をボンネット１１に対し１
回転させることにより、ケーシング２１が、１ｍｍ上または下へ移動するように構成され
ている。
【００４７】
　また、本実施形態のバルブ１は、アクチュエータ部２０を着脱可能に構成されている。
すなわち、図５に示すように、ナット２２を緩めて、ケーシング２１を回動させて、アク
チュエータ部２０をボンネット１１から外すことにより、他のアクチュエータ部に交換す
ることができる。なお、本実施形態では、ステム１６の第３ステム１９は、ケーシング２
１に支持されているので、第３ステム１９はアクチュエータ部２０と共に交換される。
【００４８】
　例えば、図６に示すような　手動式のアクチュエータ部５０に交換可能である。アクチ
ュエータ部５０は、ケーシング５１と、ナット５２と、駆動部５３とを備える。
【００４９】
　ケーシング５１は、略円筒状をなし、その下部の内周面に雌ねじ部５１Ａが形成され、
その上部の内周面に雌ねじ部５１Ｂが形成されている。ケーシング５１の雌ねじ部５１Ａ
がボンネット１１の雄ねじ部１１Ａに螺合されることにより、ケーシング５１はボンネッ
ト１１に固定されている。第３ステム１９は、ケーシング５１に対し上下方向に移動可能
に支持されている。
【００５０】
　ナット５２は、ケーシング５１の下側において、ボンネット１１の雄ねじ部１１Ａに螺
合されている。
【００５１】
　駆動部５３は、伝達部５４と、ハンドル５５とを備える。
【００５２】
　伝達部５４は、雄ねじ部５４Ａを有し、雄ねじ部５４Ａは、ケーシング５１の雌ねじ部
５１Ｂと螺合している。これにより、伝達部５４は、ケーシング５１に対し、回転可能か
つ回転に伴い上下方向に移動可能に支持されている。伝達部５４の下端は、第３ステム１
９の上端に当接している。
【００５３】
　ハンドル５５は、伝達部５４の上端に取り付けられており、作業者が手動でハンドル５
５を回転させ駆動力を発生させることにより、伝達部５４が回転駆動力を受けて回転し上
下方向に沿って移動する。伝達部５４の移動に伴い、ステム１６も上下方向に沿って移動
し、ダイヤフラム１３による弁座２Ｄに対する当接および離間が行われる。
【００５４】
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　また、図７に示すような　手動式および自動式の両方の機能を備えたアクチュエータ部
６０に交換可能である。
【００５５】
　アクチュエータ部６０は、ケーシング６１と、ナット６２と、駆動部６３とを備える。
【００５６】
　ケーシング６１は、連結ケーシング６１Ａと、下ケーシング６１Ｂと、上ケーシング６
１Ｃと、蓋ケーシング６１Ｄとを備える。ケーシング６１は、全体として略円筒状をなし
ている。連結ケーシング６１Ａと、下ケーシング６１Ｂと、上ケーシング６１Ｃとは、螺
合により互いに接続されている。
【００５７】
　連結ケーシング６１Ａの下部の内周面には、雌ねじ部６１Ｅが設けられ、当該雌ねじ部
６１Ｅがボンネット１１の雄ねじ部１１Ａに螺合されることにより、連結ケーシング６１
Ａはボンネット１１に固定されている。第３ステム１９は、連結ケーシング６１Ａに対し
上下方向に移動可能に支持されている。上ケーシング６１Ｃの上部の内周面には、雌ねじ
部６１Ｆが設けられている。上ケーシング６１Ｃには、操作エア導入部６１Ｇが設けられ
ている。蓋ケーシング６１Ｄは、上ケーシング６１Ｃに対し嵌め込まれている。
【００５８】
　ナット６２は、ケーシング６１の下側において、ボンネット１１の雄ねじ部１１Ａに螺
合されている。
【００５９】
　駆動部６３は、下ピストン６４と、上ピストン６５と、コイルばね６６と、仕切部６７
と、伝達部６８と、ハンドル６９と、を備える。
【００６０】
　下ピストン６４は、略円筒状をなし、下ケーシング６１Ｂに上下方向に移動可能に支持
され、下端は第３ステム１９の上面に当接可能に構成されている。下ピストン６４には、
第１連通路６４ａおよび第２連通路６４ｂが形成されている。下ピストン６４と下ケーシ
ング６１Ｂとにより第１導入室６４ｃが形成される。
【００６１】
　上ピストン６５は、略円筒状をなし、上ケーシング６１Ｃに上下方向に移動可能に支持
されている。下ピストン６４の上端は、上ピストン６５の下面に当接している。上ピスト
ン６５はコイルばね６６により常に下方に向かって付勢されている。
【００６２】
　仕切部６７は、環状をなし、下ピストン６４と上ピストン６５との間に設けられている
。仕切部６７と、上ピストン６５と、上ケーシング６１Ｃとにより、第２導入室６７ａが
形成されている。
【００６３】
　伝達部６８は、略円柱状をなし、上ケーシング６１Ｃの上端から連結ケーシング６１Ａ
まで延びている。伝達部６８の上端には、雄ねじ部６８Ａが設けられている。雄ねじ部６
８Ａは、上ケーシング６１Ｃの雌ねじ部６１Ｆに螺合し、これにより、伝達部６８は、上
ケーシング６１Ｃに対し、回転可能かつ回転に伴い上下方向に移動可能に支持されている
。伝達部６８の下端は、第３ステム１９の上端に当接している。
【００６４】
　伝達部６８には、その軸方向に沿って延びる軸通路６８ｂと、軸通路６８ｂに連通し伝
達部６８の径方向に延びる第１径通路６８ｃおよび第２径通路６８ｄとが形成されている
。また、伝達部６８の外周であって、下ピストン６４に対向する部分の一部は、外径が僅
かに小さく構成されており、下ピストン６４との間に操作エアが通る隙間が形成されてい
る。軸通路６８ｂの上端には、その開口を塞ぐ閉止球６８Ｅが設けられている。
【００６５】
　ハンドル６９は、伝達部６８の上端に取り付けられており、作業者が手動でハンドル６
９を回転させ駆動力を発生させることにより、伝達部６８が回転駆動力を受けて回転し上
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下方向に沿って移動する。
【００６６】
　図７に示す状態では、伝達部６８および下ピストン６４が最も下側に位置して、ステム
１６を下方に押圧し、バルブ１は閉状態にある。この状態で、ハンドル６９を回転させて
、伝達部６８を上方へ移動させると、伝達部６８の下端は、第３ステム１９の上面から離
間する。下ピストン６４および上ピストン６５は、コイルばね６６により下方に付勢され
、下ピストン６４が第３ステム１９を下方に押圧しているので、ダイヤフラム１３は弁座
２Ｄに当接したままである。
【００６７】
　操作エア導入部６１Ｇから操作エアを導入し、第１径通路６８ｃ、軸通路６８ｂ、第２
径通路６８ｄを介して、第２導入室６７ａに操作エアを導入させる。これにより、上ピス
トン６５はコイルばね６６の付勢力に抗して上昇する。さらに、操作エアは、伝達部６８
と下ピストン６４との間の隙間および第２連通路６４ｂを通過して第１導入室６４ｃに導
入され、上ピストン６５が上昇しているので下ピストン６４は上昇する。この結果、下ピ
ストン６４も、第３ステム１９の上面から離間するので、ステム１６を下向きに押す力が
なくなり、ダイヤフラム１３が流体の圧力により押し上げられ、弁座２Ｄから離間する。
この場合、アクチュエータ部６０の駆動部６３は　自動式の駆動部６３として機能する。
【００６８】
　また、操作エア導入部６１Ｇから操作エアを導入し、下ピストン６４を第３ステム１９
から離間させた状態において、ハンドル６９を回動させて、伝達部６８を上下動させる。
伝達部６８が上下動することにより、ステム１６が上下方向に沿って移動し、ダイヤフラ
ム１３による弁座２Ｄに対する当接および離間が行われる。この場合、アクチュエータ部
６０の駆動部６３は、手動式の駆動部６３として機能する。
【００６９】
　このように、アクチュエータ部６０の駆動部６３は、手動式および自動式の両方の機能
を備えている。
【００７０】
　以上のように、本実施形態のバルブ１によれば、ステム１６は、上下方向（ボンネット
１１が延びる方向）に沿って複数に分割して構成され、ナット２２を緩めて、アクチュエ
ータ部２０のケーシング２１をボンネット１１に対して回動させることにより、駆動部３
０のダイヤフラム１３からの距離が変化すると共にステム１６の移動量が変化し、ダイヤ
フラム１３のリフト量が変化するように構成されている。
【００７１】
　かかる構成によれば、ダイヤフラム１３のリフト量調整のためにアクチュエータ部２０
のケーシング２１を回転させたとしても、ステム１６が複数に分割されているので、ケー
シング２１の回転がダイヤフラム１３まで伝達されることはないので、ダイヤフラム１３
を傷つけることなくダイヤフラム１３のリフト量を調整することができる。
【００７２】
　また、ステム１６が複数に分割されているので、バルブ１を高温で使用したとしても、
アクチュエータ部２０へ熱の伝達を抑制することができる。また、バルブ１を高温仕様と
するため、ボンネット１１を長くし、ステム１６が全体として長くなったとしても、ステ
ム１６を複数に分割して構成しているので、ステム１６の寸法精度を容易に出すことがで
きる。
【００７３】
　また、駆動部３０が駆動していない状態では、バルブ１は、コイルばね３２の付勢力に
よりダイヤフラム１３が押圧されて弁座２Ｄに当接し、流入路２ｂと流出路２ｃとの連通
が遮断された閉状態にある。よって、ダイヤフラム１３のリフト量調整を安全に実行する
ことができる。
【００７４】
　また、ステム１６をダイヤフラム１３に向かって付勢するコイルばね３２は、アクチュ
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エータ部２０内に設けられている。よって、コイルばね３２をボディ２から遠ざけること
ができるので、熱により、コイルばね３２が熱膨張して、バネ定数が変動し、ステム１６
およびダイヤフラム１３のリフト量が変化するのを抑制することができる。
【００７５】
　また、本実施形態のバルブ１によれば、ステム１６は、上下方向（ボンネット１１が延
びる方向）に沿って複数に分割して構成され、ステム１６を駆動するアクチュエータ部２
０は、ステム１６をダイヤフラム１３に向かって付勢するコイルばね３２と、ボンネット
１１に対し着脱可能に係止するナット２２とを備える。
【００７６】
　かかる構成によれば、流体通路の気密性を確保したまま、アクチュエータ部２０の交換
を容易に行うことができる。また、ステム１６をダイヤフラム１３に向かって付勢するコ
イルばね３２はアクチュエータ部２０内に設けられているので、ステム１６は複数に分割
して構成されていても、流体の圧力によりダイヤフラム１３を押し上げて流体通路を開状
態にすることができる。
【００７７】
　また、自動式の駆動部３０を備えたアクチュエータ部２０は、図６に示した手動式の駆
動部５３を備えたアクチュエータ部５０に、図７に示した手動式および自動式の両方の機
能を備えた駆動部６３を備えたアクチュエータ部６０に交換可能である。よって、バルブ
１をラインに施工した状態で、種々のアクチュエータ部の変更を容易に行うことができる
。
【００７８】
　なお、本発明は、上述した実施例に限定されない。当業者であれば、本発明の範囲内で
、種々の追加や変更等を行うことができる。
【００７９】
　例えば、上記の実施形態において、アクチュエータ部２０の駆動部３０には、倍力機構
４０が設けられていたが、倍力機構４０がない駆動部であっても良い。バルブ１のアクチ
ュエータ部２０の構成は、ノーマルクローズであったが、ノーマルオープンであっても良
い。すなわち、高圧対応でありノーマルクローズのアクチュエータ部２０を、高圧対応で
ないアクチュエータ部またはノーマルオープンのアクチュエータ部に交換可能である。
【００８０】
　また、ステム１６は、３つに分割されていたが、分割された構成であれば何個に分割さ
れていても良い。また、上記の実施形態では、バルブ１は、流体制御装置のガスラインに
使用される形態のものを示したが、バルブ１の形態はこれに限らない。
【符号の説明】
【００８１】
１：バルブ
２：ボディ
２ａ：弁室
２ｂ：流入路
２ｃ：流出路
２Ｄ：弁座
１１：ボンネット
１３：ダイヤフラム
１６：ステム　
１７：第１ステム
１８：第２ステム
１９：第３ステム
２０、５０、６０：アクチュエータ部　
２１、５１、６１：ケーシング
２２、５２、６２：ナット
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３０、５３、６３：駆動部　
３２：コイルばね

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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